
    

 

令和４年１０月１２日 

国土交通省関東地方整備局 

建政部 

 

 

１０月～１２月は「建設業取引適正化推進期間」です 

～みんなで守る適正取引～ 
 

 

 

建設業取引の適正化については、従来から、建設業法（昭和２４年法律第１００号）の厳

正かつ適正な運用により、法令の遵守指導等を通じ、その推進を図ってきたところです。 

しかしながら、依然として建設業の請負契約における不適切な取引が見受けられることか

ら、建設業の健全な発達を促進するため、建設業取引の適正化をより一層推進する必要があ

ります。 

このため、１０月から１２月を「建設業取引適正化推進期間」として、新型コロナウイル

ス感染症拡大防止対策を講じつつ、法令遵守に関する活動を幅広く実施することとしたので

お知らせいたします。 

 

 

１．実施期間 

  令和４年１０月１日～１２月２８日まで 

 

２．主な実施内容 

（１）建設業取引の適正化に関する普及・啓発活動 

（２）建設企業等を対象とした講習会の開催 

（３）立入検査の実施 

 

※詳細については、別紙及び下記の関東地方整備局のホームページをご覧下さい。 

（http://www.ktr.mlit.go.jp/kensan/kensan00000045.html） 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

建政部 建設業適正契約推進官  長島
ながしま

 一光
かずみつ

（内線６１１９）

建設産業第一課長  鬼丸
おにまる

 真希
まさき

（内線６１４１）

課 長 補 佐  西原
にしはら

 弘之
ひろゆき

（内線６１４４） 

電 話 ０４８－６０１－３１５１（代表） 

http://www.ktr.mlit.go.jp/kensan/kensan00000045.html


    

 

別紙 

 

令和４年度「建設業取引適正化推進期間」実施要領 
 

 建設業取引の適正化については、従来建設業法の厳正な運用と建設業法令遵守ガイドライ

ンの周知等を通じ、不正行為の未然防止を図るとともに、その推進を図ってきたところであ

る。 

 しかしながら、依然として元請負人から下請負人への違法・不当なしわ寄せ等について指

摘があることから、建設業取引の適正化をより一層推進し、元請負人と下請負人との対等な

関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることが必要である。 

 このため、平成２２年度から、毎年１１月を「建設業取引適正化推進月間」とし、建設業

取引の適正化に関する講習会・研修会（以下「講習会等」という。）などの普及・啓発活動を

集中的に実施してきたところである。 

 令和４年度については、昨年度に引き続き、１０月から１２月を「建設業取引適正化推進

期間」（以下「期間」という。）として、下記により、新型コロナウイルス感染症拡大防止対

策を講じつつ、幅広く実施することとする。 

 

記 

 

１．期間 

令和４年１０月１日～１２月２８日 

 

２．主催 

国土交通省及び都道府県 

 

３．協賛 

公益財団法人建設業適正取引推進機構 

 

４．主な実施内容 

 （１）建設業取引の適正化に関する普及・啓発活動 

     上記期間は、建設企業等に対して建設業取引の適正化に関する普及・啓発活動を 

行う重要な機会であるため、次に掲げる方法等により、その実施について幅広く周 

知する。 

   ①ポスターの掲示 

     関東地方整備局（本局、事務所）、都県及び建設業関係団体施設においてポスター 

を掲示する。 

   ②ホームページ等を通じた広報 

     取引の適正化に関する普及・啓発のため、関東地方整備局、都県等のホームペー 

ジ、ツイッター等を活用し広報を行う。 

   ③建設業許可書発送時に、建設業法に関する解説、その他関連資料を同封し、法令遵 

守、取引の適正化を啓発する。 

 

 



    

 

 

 （２）建設企業等を対象とした講習会の開催 

   ①建設業取引の適正化をより一層推進するため、建設企業等を対象として、関東地方 

整備局及び管内都県で開催される講習会等での説明、各種相談窓口等の周知。 

 

●ｗｅｂ講習会（オンデマンド配信） 

     実施期間：令和４年１０月１２日（水）～令和４年１２月２８日（水） 

     講習内容：Ⅰ「建設業の法令遵守等について ◇建設企業のための適正取引ハン 

ドブックの解説◇」（法令遵守ガイドライン一部抜粋） 

（関東地方整備局） 

           Ⅱ「建設業の適正取引に向けて ～実際のトラブル事例を踏まえて～」 

（公益財団法人建設業適正取引推進機構） 

 

     ※下記の関東地方整備局のホームページにアクセスすることにより、どなたでも 

受講することができます。 

（http://www.ktr.mlit.go.jp/kensan/kensan00000045.html） 

 

●管内都県で実施される講習会等での説明（都県や建設企業団体からの要請によ 

る） 

    ※講師の派遣等については、建政部建設産業第一課 調査第一係までお問い合わ 

せください。 

  

    ●ホームページ等、リンク先のご紹介（上記、アドレスにリンク先を掲載） 

・ＣＣＵＳ関係（一般財団法人建設業振興基金） 

     ・インボイス制度関係（国税庁） 

 

（３）立入検査の実施 

     期間内は、関東地方整備局が通常行う建設企業への立入検査を重点的に実施する 

とともに、管内都県と連携を図り、合同で立入検査を実施する。 

立入検査の結果、法令違反や不適切な行為が見受けられた場合は、必要に応じて 

    指導等を行う。 

 また、立入検査の際には、各種相談窓口等についての周知も併せて行う。 

     なお、立入検査を行う場合には、立入検査職員並びに検査先企業の新型コロナウ 

イルス感染症拡大防止に最大限注意する。 

 

http://www.ktr.mlit.go.jp/kensan/kensan00000045.html

